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国連憲章
◆ 国際連合憲章は、国際機構に関する連合国会議の最終日の、1945年6月26日にサンフラ

ンシスコにおいて調印され、1945年10月24日に発効した。国際司法裁判所規程は国連憲
章と不可分の一体をなす。

◆ 前文書き出し

われら連合国の人民は、
われらの一生のうちに二度まで言語に絶する悲哀を人類に与えた戦争の惨害か

ら将来の世代を救い、

基本的人権と人間の尊厳及び価値と男女及び大小各国の同権とに関する

信念をあらためて確認し、
◆ 第55条3項

人民の同権及び自決の原則の尊重に基礎をおく諸国間の平和的且つ友好的関

係に必要な安定及び福祉の条件を創造するために、国際連合は、次のことを促

進しなければならない。

3. 人種、性、言語または宗教による差別のない、すべての者のため

の人権及び基本的自由の普遍的な尊重及び遵守
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世界人権宣言 1948年12月10日

前文及び30条

宣言の内容

人間は、生れながらにして自由であり、かつ、尊厳
と権利とについて平等である。

世界人権宣言第1条

• 自由権的諸権利（第1～20条）

• 参政権（第21条）

• 社会権的諸権利（第22～27条）

• 一般規定（第28～30条）
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https://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%87%AA%E7%94%B1%E6%A8%A9
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%8F%82%E6%94%BF%E6%A8%A9
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%A4%BE%E4%BC%9A%E6%A8%A9


ビシネスと人権

◆Global Governance Approach

◆International Law Approach
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指導原則への序文 より
2. かつて国際連合でなされた一つの試みは「多国籍企業及びそ

の他の企業に関する規範」と呼ばれ、これは当時の人権委員会の
専門家からなる補助機関によって起草されたものである。本質的
には、これは、国家が批准した条約の下で受諾している人権義務
と同じ範囲、すなわち「人権を促進し、その実現を保証し、人権
を尊重し、尊重することを確保し、そして人権を保護すること」
を、国際法の下で直接に企業に課そうとするものであった。

3. この提案は、経済界と人権活動団体の間に埋めることのでき
ない溝を作りだしてしまい、政府側からの支持もほとんど引き出
せなかった。人権委員会はこの提案に関しては意思表明すること
さえしなかった。その代わりに、委員会は、新たな取組みとして
、2005年に、「人権と多国籍企業及びその他の企業の問題」に関
する事務総長特別代表という役職の設置を決め、事務総長にその
役職者の任命を要請した。本報告書はこの特別代表の最終報告書
である。
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ラギー・レポートの重要性
◆ The "Protect, Respect and Remedy" Framework

(国連フレームワーク)
◆ UN Special Representative John Ruggie proposed a 

framework on business & human rights to the UN Human 
Rights Council in June 2008, resting on three pillars:

1. the state duty to protect against human rights   
abuses 

by third parties, including business;

2. the corporate responsibility to respect human 

rights; and

3. greater access by victims to effective remedy, 

both judicial and non-judicial. '
◆ The Human Rights Council unanimously approved the 

Framework in 2008.
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国連「ビジネスと人権に関する
指導原則」

ビジネスと人権に関する指導原則：

国際連合「保護、尊重及び救済」枠組実施のため（A/HRC/17/31）

2011 年 03 月 21 日
2011 年 06 月 人権理事会採択
事務総長特別代表(Special Representative)
ジョン・ラギー ハーバード大学教授
(ラギー・レポート)

https://www.unic.or.jp/texts_audiovisual/resolutions_reports/hr_council/ga_regular_ses
sion/3404

https://www.unic.or.jp/texts_audiovisual/resolutions_reports/hr_council/ga_regular_session/3404


国際連合人権理事会「多国籍企業や他の企業と人権に関する無
制約の政府間ワーキンググループ」２０１４～

Open-ended intergovernmental working group (OEIGWG)
on transnational corporations and other business enterprises with respect to human 

rights

○ OEIGWG会長職改訂草案2019年7月16日.

国際人権法における、多国籍企業および その他の企業の活動

を規制する法的拘束力のある法律文書 ゼロ・ドラフト改訂版

https://www.ohchr.org/Documents/HRBodies/HRCouncil/WGTra
nsCorp/OEIGWG_RevisedDraft_LBI.pdf

○ OEIGWG会長職改訂第二次草案2020年6月8日.

https://www.ohchr.org/Documents/HRBodies/HRCouncil/WGTr
ansCorp/Session6/OEIGWG_Chair-
Rapporteur_second_revised_draft_LBI_on_TNCs_and_OBEs_
with_respect_to_Human_Rights.pdf



第1条 定義

2. 「人権侵害または虐待」とは、個人的であれ集団的であれ
、個人または人の集団に対して、事業活動の文脈における
作為または不作為を通じて、国もしくは企業が犯したあらゆ
る害を意味する。

それには、身体的または精神的傷害、感情面での苦痛、経
済的損失又は環境権を含む具体的な人権への損傷、を含
む。

第5条 防止

2. 本条の第1項の目的のために、締約国は、国境を越えた
性質のものを含む事業活動を行うすべての人々が、以下の
人権デューデリジェンスを実施することを確実にするのに必
要な措置を採用しなければならない。：



ジョン・ラギー博士は批判的

https://www.esg.quick.co.jp/

2020.4.15 Webinar

とはいえ次ページのように欧州各国
は条約を待たずに法制化の動き

https://www.esg.quick.co.jp/


欧州各国が人権DD(含む環境DD)
の義務化に着手

◆ フランス
◆ ドイツ
◆ フィンランド
◆ EU (2021)
等々

環境省
「バリューチェーンマネジメントでの環境DD実践入門
～OECDデュー・ディリジェンスガイダンスを参考に～」
検討委員会委員長後藤敏彦
2020.8/4 公表 http://env.go.jp/press/108293.html



国内人権機関
（National human rights institutions : NHRIs）

○ 1992年に国際連合人権委員会の決議1992/54に採択され、
1993年に国際連合総会決議48/134に拠って承認された
国内機構の地位に関する原則（パリ原則）によって規定される
機関である。

○ NAP    National Action Plan
G7サミット、2015年の首脳宣言で、「国連ビジネスと人権に関す
る指導原則を強く支持し、実質的な国別行動計画（NAP）を策定
する努力を歓迎する」、と決議。

○ 日本のNAP    外務省 2020年2月パブコメ。
2020.6.2 作業部会 第２要請書

『ステークホルダー共通要請事項（第２） 』
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ご清聴ありがとうございました。
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